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「特許出願と外部発表 ２ 」

第3回

体として指定を受けることが可能と

なっています。ただし、例えば大学

の場合、単に大学内で開催された研

究集会というだけでは、大学が「開

催」する研究集会に該当しないなど、

特有の問題点があります。詳しくは、

特許庁のＱ＆Ａを参照して下さい。

　その他、３０条適用を検討する上

で注意すべき事項としては、発明者

と発表者との関係があります。発明

者と発表者が完全に一致していれば

問題はありませんが、一部相違して

いる場合には、発明者であることの

宣誓書、あるいは単なる実験協力者

に過ぎないことの宣誓書等の提出が

必要になります。

　　　上、３０条適用の手続につい

　　　て概観してきましたが、結構

面倒で、提出書類の準備にも時間と

手間がかかります。３０条適用を受

けて特許出願をしようという場合に

は、適用が可能かどうか、必要な書

類は何か等を含めてアドバイスさせ

ていただきますので、「お気軽に」

かつ「お早めに」ご相談下さい。

　最後に話を元に戻しますが、３０

条の規定はあくまでも「例外」規定

に過ぎません。まずは、外部発表の

予定が決まった時点で、「待てよ、

特許出願は必要ないかな？」という

ことを、ゼヒゼヒご検討下さい。

以上

　論文誌への投稿などによる刊行物

発表について３０条適用を受けると

きには、 (1)刊行物名、巻数、号数、

(2)発行年月日、(3)発行所、(4)該当頁、

(5)発表者名、及び(6)発表された発明

の内容を証明する必要があります。

例えば、論文を発表した刊行物の表

紙、目次、該当頁、発行年月日が記

載された頁を提出します。また、論

文が外国語で記載されている場合に

は、翻訳文の提出が必要です。

　一方、学会発表について３０条適

用を受けるときには、(1)研究集会名、

(2)主催者名、(3)開催日、(4)開催場所、

(5)文書の種類、(6)発表者名、(7)文

書に表現されている発明の内容を証

明する必要があります。この場合、

学会の主催者による証明書が提出さ

れることが多いようです。

　また、予稿集と学会発表のように、

複数回にわたって公開を行った場合

であって、第２回以降の公開が最先

の公開と互いに密接不可分の関係に

ある場合には、第２回以降の公開に

関する証明書の提出は省略しても良

いことになっています。ただし、こ

のような場合でも、提出できるもの

は提出しておいた方が安全です。

　　　お、学会等での発表の場合、

　　　特許庁長官が指定する学術団

体が開催する研究集会でなければ３

０条適用を受けることはできません。

指定学術団体については、特許庁の

ホームページにある一覧にて確認す

ることができます。

　また、現在の指定基準では、大学

や独立行政法人等も３０条の学術団

<Ｑ>　外部発表済の発明について、
　　30条の規定の適用を受けて特
　　許出願したいのですが。
<Ａ>　30条の規定の適用を受ける
　　ことができる発明であること
　　を証明する手続が必要ですの
　　で、できるだけお早めにご相
　　談下さい。

　　　部発表された発明について、

　　　一定条件下で新規性が喪失し

ていないものとして扱う３０条の例

外規定では、その具体的な条件とし

て、特許を受ける権利を有する者が

行う試験、刊行物発表、電気通信回

線を通じた発表、学術団体が開催す

る研究集会において文書をもってす

る発表（以上３０条１項）、及び博

覧会出品（３項）を規定しています。

これらの場合について３０条の規定

の適用を受けるには、新規性喪失日

から６月以内に特許出願を行うとと

もに、出願日から３０日以内に３０

条適用に関する「証明する書面」を

提出する必要があります（３０条４

項）。

　また、３０条２項には、意に反し

て新規性を喪失した場合の例外につ

いて規定されています。ただし、こ

の場合には上記手続は不要で、新規

性喪失の事実がわかった後に立証を

行うことになります。

　　　て、実務上、３０条適用が検

　　　討されるのは、主に刊行物発

表、及び学会発表の場合です。


